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自 2017 年〔平成 29 年〕4月 1 日 

至 2018 年〔平成 30 年〕3月 31 日 



 

連結貸借対照表 
2018 年〔平成 30 年〕3月 31 日現在 

（単位：百万円） 

資産の部 負債の部 

項  目 金  額 項  目 金  額 

流動資産 458,572 流動負債 281,443 

  現金及び預金 66,806   買掛金 37,367 

  受取手形及び売掛金 83,767   短期借入金 17,679 

  棚卸資産 228,958   借入地金 177,759 

  貸付地金 57,977   一年内償還予定社債 4,625 

  未収消費税等 7,247   一年内返済予定長期借入金 6,995 

  未収入金 5,947 未払金 7,187 

  その他 8,491   未払法人税等 4,313 

  貸倒引当金 △625   預り金 11,936 

固定資産 107,623   賞与引当金 2,052 

 有形固定資産 68,811   その他 11,525 

  建物及び構築物 23,150 固定負債 74,808 

  機械及び装置 19,050   社債 4,375 

  土地 13,905   長期借入金 54,818 

  建設仮勘定 9,387   資産除去債務 1,050 

  その他 3,317 退職給付に係る負債 2,236 

 無形固定資産 13,471 繰延税金負債 6,894 

 ソフトウェア 2,038  その他 5,433 

 ソフトウェア仮勘定 1,199 負債合計 356,251 

 のれん 3,804 純資産の部 

 顧客関連資産 5,604 株主資本 198,929 

 その他  824   資本金 500 

 投資その他の資産 25,340   資本剰余金 9,719 

  投資有価証券 3,063   利益剰余金 196,574 

  関係会社株式 15,104   自己株式 △7,864 

  関係会社出資金 1,234 その他の包括利益累計額 10,814 

  退職給付に係る資産 1,666 その他有価証券評価差額金 1,331 

  繰延税金資産 2,796   為替換算調整勘定 10,104 

  その他 1,503   退職給付に係る調整累計額 △620 

  貸倒引当金 △27 非支配株主持分 199 

  純資産合計 209,944 

資産合計 566,196 負債・純資産合計 566,196 

(注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 



 

連結損益計算書 
自 2017年〔平成29年〕4月 1日 

至 2018年〔平成30年〕3月31日 

（単位：百万円） 

項  目 金  額 

売上高  976,613 

売上原価  919,931 

       売上総利益  56,681 

販売費及び一般管理費  39,530 

       営業利益  17,150 

営業外収益   

     受取利息及び配当金 203  

     受取ロイヤリティ 197  

     賃貸収入 512  

     為替差益 1,560  

     持分法による投資利益 1,340  

     その他 811 4,624 

営業外費用   

     支払利息 763  

     コミットメントフィー 99  

     デリバティブ評価損 1,678  

     その他 153 2,695 

       経常利益  19,080 

特別損失   

     固定資産除売却損 211  

     減損損失 81  

     事業再編関連費用 747 1,041 

       税金等調整前当期純利益  18,039 

     法人税、住民税及び事業税 5,868  

     法人税等調整額 △1,508 4,359 

       当期純利益  13,679 

     非支配株主に帰属する当期純利益  287 

       親会社株主に帰属する当期純利益  13,391 

(注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

 



 

連結株主資本等変動計算書 
自 2017年〔平成29年〕4月 1日 

至 2018年〔平成30年〕3月31日 

（単位：百万円） 

 
株 主 資 本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 500 11,135 183,272 △7,864 187,043 

誤謬の訂正による累積

的影響額 
－ － － － － 

遡及処理後当期首残高 500 11,135 183,272 △7,864 187,043 

当期変動額      

剰余金の配当 － － △88 － △88 

親会社株主に帰属する

当期純利益 
－ － 13,391 － 13,391 

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動 
－ △1,415 － － △1,415 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
－ － － － － 

当期変動額合計 － △1,415 13,302 － 11,886 

当期末残高 500 9,719 196,574 △7,864 198,929 

（注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

その他の包括利益累計額 

非支配 

株主持分 
純資産合計 

その他 

有価証券評価 

差額金 

為替換算 

調整勘定 

退職給付に

係る調整 

累計額 

その他包括

利益累計額 

合計 

当期首残高 1,374 10,507 △4,746 7,135 1,523 195,702 

誤謬の訂正による累積

的影響額 
－ △2,300 2,300 － － － 

遡及処理後当期首残高 1,374 8,207 △2,446 7,135 1,523 195,702 

当期変動額       

 剰余金の配当 － － － － － △88 

 親会社株主に帰属す

る当期純利益 
－ － － － － 13,391 

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動 
－ － － － － △1,415 

 株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
△43 1,896 1,825 3,679 △1,323 2,355 

当期変動額合計 △43 1,896 1,825 3,679 △1,323 14,242 

当期末残高 1,331 10,104 △620 10,814 199 209,944 



 

〔連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記〕 

連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数   46社 

主要な連結子会社の名称 

田中貴金属工業株式会社、田中電子工業株式会社、日本エレクトロプレイティング・エ

ンジニヤース株式会社、田中貴金属ジュエリー株式会社、Metalor Technologies 

International SA、Metalor Technologies SA、Metalor Technologies USA Corporation 

(2) 非連結子会社の名称等 

非連結子会社の名称 

TANAKA America Inc.、軼甲新材料科技(上海)有限公司 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及

ぼしていないためであります。 

 

持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称 

持分法を適用した非連結子会社の数 2社 

持分法を適用した関連会社の数  7社 

主要な会社等の名称 

喜星金属株式会社、株式会社フルヤ金属 

(2) 持分法を適用しない関連会社の名称等 

関連会社の名称 

ギメルトレーディング株式会社 

持分法を適用していない理由 

持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないためであります。 

 

会計処理基準に関する事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

  ①有価証券の評価基準及び評価方法 

 その他有価証券   

 時価のあるもの … 期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

 時価のないもの … 移動平均法による原価法 

 ②デリバティブの評価基準及び評価方法 

 デリバティブ … 時価法 

    



 

 ③棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 原材料・仕掛品・製品 … 総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低

下による薄価切下げの方法により算定) 

商品 … 個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下

による薄価切下げの方法により算定) 

 貯蔵品 … 最終仕入原価法 

(2) 固定資産の減価償却方法 

 ①有形固定資産(リース資産を除く) 

 建物(建物附属設備、在外連結

子会社が取得したものを除く) 

… 定率法(但し、1998年〔平成10年〕4月1日以降に取得

した建物(建物附属設備を除く)については定額法)を

採用しております。 

 建物(建物附属設備) 

及び構築物(在外連結子会社が

取得したものを除く) 

… 定率法(但し、2016年〔平成28年〕4月1日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については定額法)を採

用しております。 

 機械及び装置(在外連結子会社

が取得したものを除く) 

… 国内子会社の多くは一部を経済的耐用年数による定額

法、その他は主として定率法を採用しております。 

 上記以外の有形固定資産 … 定率法(但し、在外連結子会社が取得したものは定額

法)を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりです。 

 建物及び構築物 … 2～60年 

 機械及び装置 … 2～10年 

 ②無形固定資産 … 定額法を採用しております。 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づいております。 

のれんについては、効果の発現期間を合理的に見積

り、その見積り期間(５年)で均等償却しております。 

顧客関連資産については、効果の及ぶ期間(9～14年)

に基づいて償却しております。 

 ③リース資産   

 所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産 

… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。 

(3) 引当金の計上基準   

 ①貸倒引当金 … 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討して、回収

不能見込額を計上しております。 

 ②賞与引当金 … 従業員の賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額

のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。 

 ③役員賞与引当金 … 役員の賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上し

ております。 



 

 ④役員退職慰労引当金 … 役員及び執行役員の退職慰労金の支払に備えるため、

役員退職慰労金に関する規定(内規)に基づき必要額を

計上しております。 

    

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 ①ヘッジ会計の処理 

  ヘッジ会計の方法 

 

… 特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引につ

いて、特例処理を採用しております。 

  ヘッジ手段とヘッジ対象とヘッジ方針 

 ヘッジ手段 … 金利スワップ 

 ヘッジ対象 … 金利変動により影響を受ける借入金利息 

  ヘッジ方針 … 当社所定の社内承認手続きを行ったうえで、借入金利

息の金利変動リスクを回避する目的により、金利スワ

ップを利用しております。 

 ヘッジの有効性評価の方法  … 金利スワップについては、特例処理によっているた

め、有効性の評価の判定を省略しております。 

 ②退職給付に係る会計処理の方法 

  退職給付に係る資産及び退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付に係る資産及び退職給付に係る負債の見込額に基づき

計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計

年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

 過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数( 

15年)による定額法により費用処理しております。数理計算上の差異は、主として各連結

会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)による定

額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資

産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しておりま

す。 

 ③消費税等の会計処理 … 税抜方式 

 

〔誤謬の訂正に関する注記〕 

 当連結会計年度において、前連結会計年度の連結修正仕訳の誤りが判明したため、誤謬の訂正

を行いました。誤謬の訂正による影響額は当事業年度の期首の純資産の帳簿価格に反映されてお

ります。この結果、連結株主資本等変動計算書の退職給付に係る調整累計額の期首残高は 2,300

百万円増加し、為替換算調整勘定が同額減少しています。 

 

〔連結貸借対照表に関する注記〕 

１． 有形固定資産の減価償却累計額 … 123,335百万円 

    

２． 保証債務  

 従業員の住宅融資に対する保証 … 82百万円 

    



 

〔連結損益計算書に関する注記〕 

 当連結会計年度において、一部の連結子会社におけるエレクトロテクニクス事業の再編に係る

諸費用として事業再編関連費用747 百万円を計上しております。 

 

〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕 

１． 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 

 普通株式 67,138千株  

 Ａ種類株式 30,299千株 

   

２． 当連結会計年度末の自己株式の種類及び総数 

 普通株式 37,506千株  

 Ａ種類株式 666千株 

 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
1株当たり 

配 当 額 
基準日 効力発生日 

平成29年6月12日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 22百万円 0.75円 

平成29年 

3月31日 

平成29年 

6月26日 

平成29年6月12日 

取締役会 
Ａ種類株式 利益剰余金 22百万円 0.75円 

平成29年 

3月31日 

平成29年 

6月26日 

平成29年11月20日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 22百万円 0.75円 

平成29年

9月30日 

平成29年 

11月28日 

平成29年11月20日 

取締役会 
Ａ種類株式 利益剰余金 22百万円 0.75円 

平成29年

9月30日 

平成29年 

11月28日 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
1株当たり 

配 当 額 
基準日 効力発生日 

平成30年6月15日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 44百万円 1.50円 

平成30年 

3月31日 

平成30年 

6月28日 

平成30年6月15日 

取締役会 
Ａ種類株式 利益剰余金 44百万円 1.50円 

平成30年 

3月31日 

平成30年 

6月28日 

 

 



 

〔金融商品に関する注記〕 

１．金融商品の状況に関する事項 

当グループは主要取引金融機関と貸出コミットメントライン契約を締結し、国内関係会社に

おける資金を一括して調達するとともに、グループ内での資金の効率化を図るため、国内関係

会社とキャッシュ・マネジメント・システムを導入し、資金の一元管理を行っております。 

調達手段は上記契約に基づく短期借入と、長期での借入及び社債の発行であり、一部の長期

借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施してお

ります。 

有価証券については、当社が持株会社であるため主として関係会社株式を保有しております。

上場株式については半期毎に時価の把握を行っております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2018 年〔平成 30 年〕3 月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、

次表には含まれておりません(注 2参照)。 

（単位：百万円） 

 
連結貸借対照表 

計上額(※) 
時価(※) 差額 

(1) 現金及び預金 66,806 66,806 － 

(2) 受取手形及び売掛金 

   貸倒引当金(※1) 

83,767 

△625 

83,767 

△625 
－ 

83,142 83,142 － 

(3) 投資有価証券 2,800 2,800 － 

(4) 関係会社株式 3,126 7,603 4,477 

(5) 買掛金 △37,367 △37,367 － 

(6) 短期借入金 △17,679 △17,679 － 

(7) 預り金 △11,936 △11,936 － 

(8) 社債 △9,000 △8,999 0 

(9) 長期借入金 △61,814 △61,697 116 

(10) デリバティブ取引(※2) △3,178 △3,178 － 

   ※負債に計上されているものについては△で示しております。 

(※1) 売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。 

(※2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

 (注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

(3) 投資有価証券、(4) 関係会社株式 

これらの時価について、取引所の価格によっております。 

  



 

(5) 買掛金、(6) 短期借入金、(7) 預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

(8) 社債、(9) 長期借入金 

社債及び長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規発行及び借入を行

った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

なお、社債には一年以内償還予定の社債（連結貸借対照表計上額 4,625 百万円）が、長

期借入金には一年以内返済予定の長期借入金(同 6,995 百万円)が含まれております。 

(10) デリバティブ取引 

為替予約及び通貨スワップの時価については取引先金融機関から提供された価格等によ

っております。 

(注2) 非上場株式(連結貸借対照表計上額14百万円)、組合出資金(同249百万円)及び関係会社株

式(同11,977百万円)については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積も

ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券、

(4)関係会社株式」には含めておりません。 

 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

１． 1株当たり純資産額 … 3,539円12銭

２． 1株当たり当期純利益 … 225円96銭

 

〔企業結合等に関する注記〕 

 企業結合に係る暫定的な処理の確定 

前連結会計年度に取得した Metalor Technologies International SA に関して、前連結会

計年度では同社の取得原価の配分について暫定的な会計処理を行っておりましたが、当連結

会計年度において確定しております。 

前連結会計年度に暫定的に算定されたのれんの金額4,025百万円について、のれんが678百

万円増加し、無形固定資産が914百万円、繰延税金負債が310百万円それぞれ減少しておりま

す。 

 


